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1.　はじめに
　ことし 7月に行われた第 23回参議院選挙。自民党は改選定数 1の 1人区で 29勝 2敗と
圧勝し、非改選議席を合わせると、自民、公明両党は参院の過半数（122）を確保し、参
院で与党が少数の「ねじれ国会」は解消された。対照的に民主党は獲得議席 23にとどま
り、大敗を喫した。
　安倍政権の経済政策「アベノミクス」や憲法の改正問題が主な争点だったが、今回の選
挙からインターネットを利用した選挙活動が公職選挙法の改正により解禁され、憲政初の
「ネット選挙」として各立候補者の動きが大きな注目を集めた。Twitterや Facebookとい
ったソーシャルネットワーキングサービス（SNS）、YouTubeやニコニコ動画に代表され
る動画サイト、ウェブログ、メールマガジンといった媒体を利用し、自身の政策を訴え、
支持を呼びかける「ネット選挙」が展開された。
　ネット選挙は、立候補者の選挙活動、あるいは有権者の投票行動にどのような影響を及
ぼしたのだろうか。われわれは、小選挙区立候補者におけるインターネットを利用した選
挙活動の実態を、調査・集計し、得たデータをもとに多角的な分析を試みた。また、東京
選挙区を事例研究として取り上げ、ミクロな視点から分析を行った。
2.　事前報道の分析
　調査を始める前に、各新聞でなされた選挙報道を見直し、仮説を考察した。4月 11日
に公職選挙法改正案が衆院の特別委員会で可決され、各社がネット選挙解禁に対する社説
＊　社会科学総合学術院有馬哲 夫教授の指導の下に作成された。
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を掲載した。
　各社ともネット選挙の解禁を歓迎しており、「選挙と有権者の距離を縮め、政治の在り
方を大きく変える可能性（毎日）」、「一票を投じる選択の材料を得る機会が増えるのは望
ましいこと（東京）」などと論じている。また、「若年層の政治への関心を高め、政策論争
や投票を促す機会となるなら大歓迎（東京）」と、ネット選挙により若年層が政治に興味
を持つようになる効果があると期待する声もある。朝日新聞は、「双方向の回路を生かす」
と題して、「SNSを介して有権者と候補者が交流することで議論を深めることができる」、
「候補者が支持者以外の幅広い意見聞くことで政策を肉付けしたりみなしたりする契機と
なる」と、ネットの双方向性を軸にその効用を論じている。
　一方でネット選挙のデメリットとして、「米国や韓国では候補者への悪質な中傷がしば
しばネット上で流れる（朝日）」、「政党・候補者は非難合戦に陥らないよう留意すべき
（東京）」と匿名性を悪用した非難や中傷を懸念している。
3.　小選挙区候補者の利用実態と分析
　3─1.　調査手法
一、 調査対象は自民、民主、公明、みんな、維新、共産に所属する小選挙区立候補者 167
名。
一、 利用媒体は Twitter、Facebook、YouTube、ブログ、メールマガジン、HPの 6つに
分類。その他は別途記録する。
一、Twitterに関しては、フォロワー数・ツイート数を集計。
一、 Facebookは個人が開設しているページはカウントせず、法人用ページを開設してい
る候補者に限定して集計。いいね！数を集計する。
一、 集計された数値は、選挙活動が禁止される投開票日前日の平成 25年 7月 20日午後 8
時以降のものを集計。
　3─2.　調査結果
　都市・地方にわけて、全体の利用率や中央値から傾向を抽出し、マクロ的な観点でネッ
ト選挙の分析を図った。また、Facebookのいいね！数と Twitterのフォロワー数を実際
の得票数と比較し、どのような相関関係にあるか考察した。
　3─2─1.　地方・都市別
◆方法
・都市部は東京都、千葉県、埼玉県、神奈川県、愛知県、大阪府の 6都府県と定義
⇒・人口が多い上位 6都府県（日本の人口の約 45％）
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　・定数が 3以上　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　という条件のもと指定
・地方は 6都府県を除いた 41都道府県
・ Twitterのツイート数・フォロワー数、Facebookのいいね！数は外れ値が生じたため中
央値で比較。それ以外は平均値
◆調査結果
　全 173名の候補者を集計した結果、【表 1】のように結果が得られた。Twitterのフォロ
ワー数の中央値では、地方の 367人に対し、都市部は 1919人とおよそ 5.2倍の数値が出
た。同様に Facebookのいいね！数でも地方の 239人に対し、都市部は 1056人とおよそ
4.4倍の数値が出た。ただ、ツイート数では地方、都市部とも 305・388と大きな差は開か
なかった。Twitterを利用した候補者の更新頻度は地方・都市部ともほとんど変わらない
が、発信した情報自体は都市部の候補者のほうがより有権者の元に届いていたようだ
（【図 1】ではグラフ化）。
※過去 1年間にソーシャルメディアを利用した経験がある人の割合を比較した。
この調査では以下の 5項目をソーシャルメディア利用の定義としている。
・ホームページ（ウェブ）・ブログの開設・更新
・マイクロブログの閲覧・投稿（Twitter）
表 1　地方・都市部との比較（※中央値）
候補者 Twitter ※フォロ
ワー数
※ツイー
ト数
Facebook ※いいね
！数
YouTube メルマガ HP ブログ
地方 133 94 367 305 117 239 89 13 102 95
都市部 35 29 1919 388 35 1056 29 16 30 28
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図 1　SNS利用実態
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・ソーシャルネットワーキングサービス（SNS）への参加
・電子掲示板（BBS）・チャットの閲覧、書き込み
・動画投稿・共有サイトの利用
　【表 2】は 2011年度・総務省通信利用動向調査のインターソーシャルメディア利用率か
ら上位 10都道府県別のデータである。本調査で都市部として定義した 6都府県はすべて
トップ 10にランクインしている。いずれも 40％前後であるが、都市部の有権者がよりソ
ーシャルメディアと接しており、地方との落差が明確となっている。
順位 都道府県 利用率
1 東京都 45.40%
2 神奈川県 43.20%
3 愛知県 41.10%
4 静岡県 39.50%
5 山口県 39.40%
6 福岡県 39.30%
7 千葉県 38.60%
8 埼玉県 38.30%
9 大阪府 37.70%
9 宮城県 37.70%
11 福島県 37.50%
表 2　 2011 年度・総務省通信利用動向調査 
（※インターソーシャルメディア利用率）
100％
90％
80％
70％
60％
50％
40％
30％
20％
10％
0％
■地方
Twitter
71%
83%
Facebook
88%
100%
YouTube
67%
83%
メルマガ
10%
46%
HP
77%
86%
ブログ
71%
69%■都市部
図 2　ネット媒体の地方・都市別利用率
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　【図 2】は各種ソーシャルメディアの利用率を示したものである。どちらも Facebookが
もっとも選挙活動に利用されている媒体である。以下、HP、Twitter、ブログ、YouTube、
メルマガという並びだ。この並びは地方、都市部ともに共通している。大きな差が生じた
のはメルマガだ。メルマガは現職の利用率が高く、議員活動の報告として運用されるケー
スが多い。都市部選出の議員は選挙活動だけではなく日頃の政治活動においても、ネット
の利用を積極的に行っていることがうかがえる。
　3─2─2.　いいね！数、フォロワー数と得票数の相関関係 
　今回の調査では、候補者が発信した情報を有権者が受容した値を示す Facebookのいい
ね！数（企業用のページを開設し、アカウント全体をフォローできるもの）、と Twitter
のフォロワー数を集計した。こうした各候補の数値が得票数との相関関係にあるか分析
し、SNSによる情報発信がどれほど得票数に影響を与えるか調査を行った。
※ Twitter数と Facebook数において圧倒的に多い、外れ値は取り除く。
　相関係数は以下の通り。－1.000～－0.600　高い負の相関
　　　　　　　　　　　　－0.599～－0.400　中位の負の相関
　　　　　　　　　　　　－0.399～－0.200　低い負の相関
　　　　　　　　　　　　－0.199～＋0.199　無相関
　　　　　　　　　　　　＋0.200～＋0.399　低い正の相関
　　　　　　　　　　　　＋0.400～＋0.599　中位の正の相関
　　　　　　　　　　　　＋0.600～＋1.000　高い正の相関
　Twitter数と得票数の相関係数は 0.25と正の低い相関性を示した。対して Facebookは
0.58と中位の正の相関を示した。Facebookのほうが Twitterよりも得票数とより強い正
の相関関係にあることが明らかになった。
　しかしいずれのメディアにしても、選挙がある種の人気投票であるのと呼応して得票数
が少ない人には Twitter数もしくは Facebook数が莫大に多いという人は認められなかっ
た。また、得票数が多いのにフォロワー数もしくはいいね！数が少ないという人は東京を
中心とする都市部の候補者に集中していた。
　フォロワーやいいね！をした人物がその候補に投票を行ったと断定はできないが、分散
図の近似線を見ても分かる通り、両者とも右肩上がりの線になっており、フォロワー数、
いいね！数が多ければ得票数も多いという結論に至った。情報の拡散力と得票数はなんら
かの関係が見いだされるだろう。
　3─3.　小括
　候補者のネット媒体の利用は確かに盛んになり、とくに Facebookは多くの候補者の人
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気を集めた。しかし、活用という観点では候補者によってかなりの差があり、更新頻度が
少ない候補者が相当数いたことも事実である。
　Facebookと得票数には中程度の正の相関性を見出すことができたが、当落とも利用率
が高く、Facebookの利用自体が当落を左右すると論ずることは難しい。また、フォロワ
ー数などは選挙区内の有権者とは断定できない。選挙のために候補者の SNSをフォロー
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する有権者は人口比と比べてもかなりの少数派でもあることが明らかになった。そのう
え、Twitter、YouTubeは落選者のほうが利用率の高い結果を得た。
　したがって、集計したデータからはネット選挙が当落を左右する、という確証は得られ
なかった。データをもとにマクロ的視点で概観したが、具体的事例をもとにミクロな視点
で参議院選を考察する。
4.　事例研究
　本項では具体的な事例を挙げ、ミクロ的な視点でネット選挙を捉える。分析の対象とし
て、東京選挙区（定数 5）を選択した。理由として、①東京都において各種ソーシャルメ
ディアの利用率が高い②各候補が積極的にネット媒体を活用していた③各政党の候補者が
そろっている…という 3点を考慮した。なお、今回の分析については 4位で当選した山本
太郎氏（38）を分析の対象に含める。
　与党自民・公明が有利という下馬評通り、現職の丸川珠代氏（42）、公明党党首の山口
那津男氏（61）が、知名度と支持団体の組織力で圧倒的な勝利を収めた。しかし、ここで
注目したいのは 3位以下に並んだ共産党の新人吉良圭子氏（30）、元俳優で反原発運動の
活動家として有名な山本太郎氏、そして元文部科学副大臣の鈴木寛氏（49）だ。この３氏
は積極的なネット戦略で注目を集めたが、吉良氏、山本氏は当選、鈴木氏は落選と明暗が
分かれる結果となった。
　4─1.　山本太郎陣営分析
　下馬評を覆し、東京選挙区の「台風の眼」となったのは山本太郎氏だ。役者から反原発
運動に身を投じ非常に高い知名度を持っていた反面、強固な支援組織や選挙活動を乗り切
る資金力を持たず、所謂泡沫候補の一人とみなされていた。こうしたハード面でのハンデ
ィキャップを補ったのが、緻密かつ戦略的に展開されたネット媒体の活用である。
　4─1─1.　ソーシャルメディアを活用したボランティアの組織化
　無所属で立候補したため、資金力・組織力という点で他候補に大きな後れを取ってい
た。その差を埋めたのは数多くのボランティアだといわれている。YouTubeのビデオメ
ッセージや SNSを介してボランティアが募集され、1000人超えるボランティアが集まっ
た。主にポスター貼りに動員され、破損の報告や貼り替えの依頼には Twitterを使って迅
速に対応。都内に無数にある選挙告示板には山本氏のポスターがくまなく貼られ、強固な
組織を持たない陣営にとって大きな戦力になった。こうした草の根のボランティアは次第
に組織化されて、自然発生的に山本氏を応援するコミュニティ（勝手連）が構築された。
勝手連は後述する演説動画や政策の拡散において SNSを介し積極的な役割を果たすよう
98
になる。
　4─1─2.　演説動画の積極的な配信
　山本陣営のネット戦略の中核は、演説動画の配信だ。山本氏だけではなく多くの候補者
が演説動画の配信を行っていたが、山本氏は Twitterや Facebookと連携した動画のライ
ブ配信サービス『Tweet casting』（ツイキャス）を活用した。山本陣営は、都内各所で行
った街頭演説をツイキャスでライブ配信。その場にいた支持者によるツイキャスも含める
と、7月 4日～20日の選挙期間中に 1000本超のライブ配信が行われ、累計視聴者数は
100万人超、コメントは約 9万 5000件に上った（ツイキャス運営元・モイによる集計。
録画視聴含む）。「Ustream」や「ニコニコ生放送」など動画のライブ配信サービスはほか
にもあるがツイキャスは、配信用アプリをインストールしたスマートフォンさえあれば、
Twitterアカウントだけで配信可能。独自アカウントが必要な Ustreamや、配信するため
の条件が複雑なニコニコ生放送よりも手軽に配信できる。支持者による選挙運動も盛り上
がった。街頭演説をツイキャスする支持者、演説中に写真や動画を撮影し、Twitterや
Facebookに投稿して拡散を呼びかける支持者、山本氏のツイキャスにアクセスするため
の QRコードを印刷し、街頭で掲示する支持者。それらを Twitterや Facebookの公式広
報アカウントが拾ってさらに拡散するなど、本人と支持者、リアルとネットを縦横無尽に
行き来する選挙運動が行われていた。元役者という経歴もあり、山本氏は大勢の観衆の気
持ちをつかむことに強みを持つ。候補者自身の武器を最大限に生かした、したたかな戦術
図 5　「山本太郎」と政党名の検索数推移
（引用元：Yahoo!JAPANビッグデータレポート http://event.yahoo.co.jp/bigdata/senkyokekka201307/）
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と言えるだろう。
　こうした活動は次第に実を結ぶ。【図 5】は検索サイトの Yahoo!JAPANがユーザーの検
索数をベースに算出したデータである。投開票日の 4日前から「山本太郎」という検索ワ
ードが急激に数を伸ばし、その勢いは個人名でありながら政党名の検索数をも凌駕するよ
うになった。こうした事実から考察すると、選挙戦終盤で有権者が投票先を吟味する際、
何らかの形で山本氏の政策や演説に触れ、同氏の政策をさらに深く知るために検索を行っ
た、と説明がつくだろう。この検索行為が実際の投票行動に結びついたのか実証できない
が、山本陣営が既存政党以上に政策の浸透を有権者に働きかけることに成功した、と断言
できる。
　4─2.　吉良圭子陣営分析
　吉良陣営が注力したのは Twitterにおけるリツイートだ。ツイッターは、他のユーザー
アカウントを含んだツイートをすることで、特に読んで欲しい相手を指名することができ
る。このような形での選挙期間中の吉良氏の発信は 746、鈴木氏は 189と約 4分の 1だっ
た。候補者アカウントが含まれた形で受信したツイートは吉良氏 2万 1373に対し、鈴木
氏は 1万 4279だった。日頃から Twitterでの交流を重視していた吉良氏は、選挙中もユ
ーザーの呼びかけにこまめに返信。ブラック企業問題について言及すると「自分の会社も
同じです」と反応がくるなど、支持の広がりが実感できたという。また、「キラキラ☆サ
ポーターズ」という Facebookや Twitterのアカウントで支持者同士がつながり、勝手連
的なコミュニティが構築された。ネット上の繋がりはオフラインのイベントに昇華し、政
策報告会も兼ねたクリスマスパーティが開かれた。共産党員以外の参加者もおり、ネット
をうまく使い支持基盤を広げることに成功した。共産党は帰属意識に基づく支持基盤と組
織力が強固である。こうしたしっかりとした土台に、現代社会で苦しむ若年層や反自民票
が上積みされ、得票数を伸ばした。また吉良氏の最年少 30歳という若さと SNS上の交流
での親しみやすさが、根強く残る「共産党アレルギー」を和らげる効果があったことが無
視できないであろう。
　4─3.　鈴木寛陣営分析
　前述の 2候補と対照的に、精力的なネット選挙を展開しながら当選に結びつかなかった
候補が民主党公認で出馬した鈴木寛氏だ。通産官僚、慶大助教授を経て民主党所属議員と
して 2期 12年の実績を誇る。鳩山政権下で文部副大臣も務め、高校授業料無償化や東京
五輪招致に携わるなど手腕を発揮した。官僚・大学教授時代に通信政策を専門とし、ネッ
ト選挙導入に尽力した。現職としての実績に加え、労組・連合東京の支援を手厚くうけた
ほか自らの専門性を生かし、多様なチャネルで情報発信を試みた。新宿にスタジオを開設
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し、ニコニコ生放送で有権者に政策をアピール。100時間連続放送やネットユーザーから
政策を募るなど、ネット選挙の先端を行く戦術で注目を集めた。また、親交のある楽天の
代表取締役社長の三木谷浩史氏、サッカー日本代表元監督の岡田武史氏ら著名人の応援ビ
デオメッセージを YouTubeで配信した。第三者のオピニオンリーダーが支持を表明する
ことで、さらに支持が拡散するように図った。しかしながら、意欲的な取り組みも実らず
次点で落選。民主党に対し有権者が厳しい評価を下す逆風が吹いていたことと、告示直前
で擁立候補を急遽鈴木氏に一本化した党本部の混乱が有権者の不信を招いたことがネック
となった。「風」と呼ばれる一方に有利な状況を覆す力はネットにはまだないようだ。莫
大な労力とコストをかけて新しいスタイルの選挙活動を模索したが、有権者に訴えを浸透
させることはできなかった。
　4─4.　中傷、荒らし行為について
　冒頭の新聞社の社説で懸念されていた中傷合戦だが、予想とは違う形で現れた。民主の
鈴木寛氏と、無所属の山本太郎氏の陣営や支持者が、ネット上で激しい批判合戦を繰り広
げた。発端は選挙戦中盤の 14日に鈴木氏が吉祥寺で暴漢に殴られた事件だ。鈴木氏は
Facebookや YouTubeで経緯を公表したが、この中で鈴木氏の副文部科学相時代の震災対
応などを攻撃していた山本氏の街頭演説を示唆し「つくり話」「人として悲しい」と述べ、
カウンタープロパガンダで攻撃を封じこめようとした。支持者も同調するような書き込み
をした。一方、山本氏側は「勝手連」を名乗る人物らが一連の事件を「狂言か自作自演の
類い」などと Twitterに投稿し、互いの批判が拡散した。
　4─5.　小括
　山本陣営は SNSを訴える政策や情報の拡散に使うだけではなく、ポスター貼りのボラ
ンティアを組織化することにも利用。無所属の陣営に草の根的に生まれた組織ができ、既
成政党と伍して選挙に勝利したのは、ネット選挙の盛り上がりを現実のムーヴメントに昇
華できたからであろう。山本陣営はネットの「拡散力」を有効に活用したのだ。吉良陣営
は積極的に有権者と SNS上で交流を図り、有権者との距離を縮めイメージアップに成功
した。これはネットの「双方向性」の活用に他ならない。
　日本に先んじて、米国と韓国ではネット選挙が導入されていた。米国の場合 2008年の
大統領選挙、韓国においては 2002年の大統領選挙で本格的にインターネットが活用され、
選挙戦術を変えるだけではなく、政治参加そのものが大きく変貌した。この 2つの選挙に
おいては、ネット選挙が投票行動に効果的な作用を及ぼした。
　ネット選挙がもたらした大きな変化とは、候補者の PRなどの情報を上から下へ流して
いく既存の「垂直型」選挙から、支援者が自発的に横の連帯を広げていく「水平型」選挙
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へのシフトである。米国では黒人初の大統領に就任したバラック・オバマ氏が公式サイト
内に自前の SNSを開設し、戸別訪問のボランティアの組織化や小口献金の収集に成果を
上げた。韓国においては、旧態依然とした勢力の打破を掲げた盧武鉉氏が、ネットを中心
に共感を集め「ノサモ」と呼ばれる草の根の支持組織を構築。少数派でありながら大統領
当選を果たした。山本陣営や吉良陣営の戦略は、いち早く「垂直型」の選挙から「水平
型」の選挙へシフトすることを意図したものである。
5.　おわりに
　前半において収集したデータをマクロ的な視点で分析を行った結果、都市部の候補者に
積極的な利用が確認され、候補者個人においても盛んにネット媒体を利用する傾向を掴め
たが、肝心の当落に対してはネット媒体の効果との強い相関関係を示す確証は得られなか
った。数多くの候補者にネット媒体が利用されていたが、多くのパターンで当落を決定づ
けるのはネット選挙以外の要因が大きい。
　しかしながら、ネット選挙は当初の狙いに反し空振りに終わった、ということではな
い。事例研究で取り上げた山本太郎氏や海外の取り組みのように、従来型のどぶ板選挙を
ネットの拡散力と双方向性で補強することで、これまでの選挙の在り方を一変させるイン
パクトを持つことが明らかだ。また、全体の投票率が低調に終わった今回の参院選におい
て、低下傾向に歯止めがかからなかった若年層の投票率に限ってはほかの年代と比べ、下
げ止まった。ネット選挙がソーシャルメディアのメインユーザーである若年層の政治への
関心を呼び起こし、投票率に影響を与えたといえるだろう。多くのメディアがネット選挙
を「期待外れ」と論評していたが、ネット選挙の効果がなかったのではなく、ネットをう
まく使いこなしその効用を最大限得票数に反映させることができた候補者が極めて少数だ
ったのではないだろうか。
　マクロ、ミクロの両方の視点を通して、新たな仮説を考察する。今回の参院選はネット
選挙が解禁されたといわれていたが、真の意味でネットを選挙活動で使いこなしていた候
補者はごく少数、というものだ。このような事態が起きた原因を、マス・メディアの影響
の「強力効果説」と「限定効果説」を用いて論ずる。
　「強力効果説」とは、メディアが放つメッセージが直接的に人々の態度変容を促進する
という考え方だ。メディアの影響を過大にとらえるイメージから「弾丸理論」とも呼ばれ
ているが、情報があふれる現代社会でこの理論の有用性は薄れている。今回の参院選で多
数の候補者がネット選挙に期待したのは、ネットの発信力が票数に直結するという「弾
丸」の役割そのものだ。選挙戦において「ネット選挙がどの程度票になるか見当もつかな
い」というコメントが掲載されているのはその証左となるだろう。
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　しかしながら、「限定効果説」によると、マス・メディアの効果は絶大なものではなく、
限定的な効果しか有しない。マス・メディアは受け手の意見や態度を「変改」させるとい
うよりは、むしろ既存の意見や態度を「補強」する傾向があるという主張だ。情報過多の
現代社会でマス・メディアの効果は減じられる。こうした情報の発信側・候補者のネット
選挙にかける期待と受け手の受容とのミスマッチのために、ネットの持つ真の効果を発揮
することができなかったのである。
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